
全国学力・学習状況調査に係る組織体制の強化について

１．分析統括専門委員会の設置

○ 全国学力・学習状況調査実施本部（本部長：初等中等教育局長）の下に、新たに調

査結果の分析業務を統括し多面的な分析を推進する「分析統括専門委員会」を設置

○ 分析統括専門委員会の構成

・委 員 長：初等中等教育局担当審議官

・主な構成員：国立教育政策研究所次長、主任視学官、

教育水準向上プロジェクトチーム統括リーダー、

国立教育政策研究所教育課程研究センター長

※必要に応じて、国立教育政策研究所や専門家会議などの関係者も協力

２．分析統括専門委員会の下で専門家等による分析等を実施

① 「全国学力・学習状況調査結果の分析・活用の推進に関する専門家検討会議」にお

ける分析等（座長 梶田兵庫教育大学学長）

※ 平成19年度調査の結果の追加分析については、専門家検討会議分析ワーキ

ンググループの成果を基に、文部科学省としてとりまとめ（平成20年８月）

② 大学等の研究機関の専門的な知見を活用した分析事業

平成２０年度は試行的に実施（２機関：お茶の水女子大学、横浜国立大学）

→委託研究事業（５機関）を平成２１年度概算要求中

３．実施・分析・活用を担当する組織の体制強化（平成２１年度機構定員要求）

・ 現在、「教育水準向上プロジェクトチーム」で担当している学力調査の実施、分析業務等については、

重要な課題として恒常的な業務が必要とされることから、文部科学省組織令に根拠を置く組織として明

確に位置づけ、「参事官」の担当業務とする（ＰＴ 13人 → 参事官室 16人）。

・ 分析に関する業務体制の強化を図るため、分析担当の専門職を設置する。

４．国立教育政策研究所の体制強化（平成21年度機構定員要求）

・ 国内外における学力調査の結果の比較分析等を行うため、総合分析官を設置する。
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全国学力・学習状況調査実施本部の設置について

平成２０年１月１７日

改訂 平成２０年９月８日

初等中等教育局長決定

１．趣旨

全国学力・学習状況調査を円滑に実施するとともに，全国学力・学習状況調

査の結果（以下，「調査結果」という。）の多面的な分析及び活用を推進する

ため，初等中等教育局及び国立教育政策研究所の連携・協力の下に，全国学力

・学習状況調査実施本部（以下「調査実施本部」という。）を設置する。

２．構成

構成員は，次のとおりとする。

本部長 初等中等教育局長

副本部長 大臣官房審議官（初等中等教育担当）

副本部長 大臣官房審議官（初等中等教育担当）

副本部長 国立教育政策研究所次長

本部員 主任視学官

初等中等教育企画課長

教育課程課長

教育水準向上プロジェクトチーム総括リーダー

国立教育政策研究所教育課程研究センター長

３．実施内容及び事務の実施方法

（１）全国学力・学習状況調査の実施に係る重要事項について推進する。

（２）調査結果の多面的な分析・活用を推進する。

（３）調査結果の分析を統括し多面的な分析を推進するため，調査実施本部の

下に「分析統括専門委員会」を置く。

４．庶務

調査実施本部の庶務は，国立教育政策研究所教育課程研究センター学力調査

課の協力を得て，教育水準向上プロジェクトチーム学力調査室において処理す

る。
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平 成 ２ ０ 年 ９ 月 ８ 日

全国学力・学習状況調査実施本部決定

分析統括専門委員会について

１．構成

構成員は，次のとおりとする。

委員長 大臣官房審議官（初等中等教育担当）

副委員長 国立教育政策研究所次長

主任視学官

教育水準向上プロジェクトチーム統括リーダー

国立教育政策研究所教育課程研究センター長

なお，必要に応じて上記以外に，国立教育政策研究所や全国学力・学習状況

調査の分析・活用の推進に関する専門家検討会議などの関係者にも協力を求め

ることができる。

２．実施内容及び実施方法

全国学力・学習状況調査実施本部の下，全国学力・学習状況調査の分析・活

用の推進に関する専門家検討会議及びその他外部研究者と連携しつつ，全国学

力・学習状況調査の結果の分析を統括し多面的な分析を推進する。

３．庶務

分析統括専門委員会の庶務は，国立教育政策研究所教育課程研究センター学

力調査課の協力を得て，教育水準向上プロジェクトチーム学力調査室において

処理する。
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全国的な学力調査の実施

（前年度予算額 ５，９６８，９２７千円）

21年度概算要求額 ６，２５０，５５９千円

１ 要 旨
義務教育における機会均等や全国的な教育水準の維持向上の観点から、すべての

児童生徒の学力や学習状況等を把握するための全国学力・学習状況調査を継続的に

実施するとともに、調査結果の分析・検証を強化する。

また、全国的な課題の解決に資するため、地域として改善に取り組む実践研究を

実施するなど、教育委員会、学校等における教育の改善に向けた取組を促進する。

２ 内 容

１．全国学力・学習状況調査の実施 5,924,450千円（5,968,927千円）

小学校第６学年及び中学校第３学年の全児童生徒を対象とし、国語及び算数・数

学について、全国学力・学習状況調査を実施する。平成２１年度調査は平成２１年

４月２１日（火）に行う。

（内訳） 初等中等教育局 4,935,009千円（4,941,019千円）

国立教育政策研究所 989,441千円（1,027,908千円）

＜参考＞

【初等中等教育局】 調査問題等の配送・回収、採点・集計 等

【国立教育政策研究所】 調査問題の作成、報告書の作成 等

２．学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

125,000千円（新規）

国の教育施策等の一層の改善を図るため、大学等の研究機関の専門的知見を活用し、

悉皆調査の利点を活かした高度な分析・検証に関する調査研究を新たに実施する（５

機関）。

３．学力調査活用アクションプラン推進事業

201,109千円（新規）

全国学力・学習状況調査の結果から見られる全国的な課題の解決を図ろうとする地

域等を対象として、調査結果を活用し、域内の学校における教育施策や教育指導等の

改善策を定めたアクションプランを推進する実践研究を新たに実施し、優れた成果を

上げた地域の改善モデルの普及を図る(１０地域)。

※ この他に、学力向上支援事業の一環として、学校における改善の取組事例の収集等
を行う。

【学力向上支援事業 346,854千円（214,828千円）】
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【調査の目的】

全全 国国 的的 なな 学学 力力 調調 査査 のの 実実 施施

平成21年度概算要求 6,250,559千円（5,968,927千円）

実施時期：平成２１年４月２１日（火）

対 象 者 ：小学第６学年，中学第３学年の全児童生徒

を対象（約230万人）

対象教科：国語，算数・数学

※生活習慣・学習環境等も調査

国が，全国的な義務教育
の機会均等と水準向上の
ため，児童生徒の学力・
学習状況を把握・分析し，
教育の結果を検証し，改
善を図る

各教育委員会，学校等が，
全国的な状況との関係に
おいて自らの教育の結果
を把握し，改善を図るとと
もに，継続的な検証改善
サイクルの確立を図る。

各学校が，児童生徒一人
ひとりの学力・学習状況を
把握し，教育指導や学習
の改善等に役立てる

全国学力・学習状況調査の実施 5,924,450千円

義務教育の質の保証のための義務教育の質の保証のための
客観的データを確保客観的データを確保

全国的な課題の解決に資するため、調査結果を活用したアクションプランに基づき、
教育施策等を推進し、地域として改善に取り組む実践研究を新たに実施し、その成
果から地域の改善モデルの普及を図る（１０地域）

学力調査活用アクションプラン推進事業 201,109千円

学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究 125,000千円
国の教育施策等の一層の改善を図るため、大学等の研究機関の専門的な知見を
活用し、悉皆調査の利点を活かした高度な分析・検証に関する調査研究を新たに
実施（５機関）

その他、学力向上支援事業（346,854千円）の一環として、学校における改善の取組事例の

収集等を図る。

※左記、概算要求額には、国立教育政策研究所分の要求額
９８９，４４１千円含む。
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国の教育施策等の一層の改善を図るため、大学等の研究機関の専門的な知見を活用し、悉皆調査
の利点を活かした高度な分析・検証に関する調査研究を新たに実施

学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調査研究

平成２１年度概算要求 125,000千円（新規）

、

国の教育施策や、国の教育施策や、 教育委員会、学校教育委員会、学校

等における教育の改善に活用等における教育の改善に活用

統計学、社会学、心理学などの外部専門家の知見を活用して、
高度な分析・検証を実施 【５機関】

（実施機関は、自らの持つ研究者ネットワークを最大限活用し、分析チームを編成）

○専門的知見を活用した分析手法の開発及び、

それを用いた分析
①最新の統計分析手法等を用いた高度な分析

②教委、教員等への質問紙調査やヒアリング調査と組み合わせた分析

③児童生徒や学校への追跡調査や各学校等への実態調査（フィールドワー

ク）を組み合わせた分析

④各種統計調査その他データと、全国学力・学習状況調査の結果を結合し

たデータを用いた分析 等

（研究課題の例）

・低学力層が著しく減少した学校の指導方法、学校の体制、その他の
特性に関する分析

・地域の特性に応じた効果的な指導方法等に関する分析

・教育条件の整備状況と学力との関係に関する分析 等

国として調査結果の徹底
的な分析・検証を行い、教
育施策等の一層の改善に

つなげることが重要

国の政策課題に関して、
全国学力・学習状況調査の

毎年、悉皆調査で行う
利点を生かした分析を行う

ことが必要不可欠

専門家の協力も得て、

「分析統括専門委員会」
（委員長 官房審議官（初中教育担当））

において分析課題を設定するなど、

委員会の下で分析を戦略的に推進
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国

全国的な課題の解決に資するため、調査結果を活用したアクションプランに基づき、教育施策等を推進し、
地域として改善に取り組む実践研究を新たに実施し、その成果から地域の改善モデルの普及を図る。

→ 地域における教育の改善に向けた取組を促し、全国的な義務教育の水準の向上につなげる

学力調査活用アクションプラン推進事業

全国１０地域において、都道府県・指定都市教育委員会が中心となって、
アクションプランに基づいて教育委員会と学校が連携した改善に向けた取組を展開

（例）（例）

平成２１年度概算要求 201,109千円（新規）

都道府県・指定都市教委に設置する「アクションプラン推進協議会」が地域の改善を牽引
（大学等の研究者や、事業に参加する市町村教育委員会、学校の教員等により構成）

学力低位層を底上げし、より上位の層を増やすなどの全国的な課題を解決するためには、調査結果
から明らかになった様々な課題の改善に取り組むリーディングケースを確立することが急務
→ 国として、教育委員会、学校等の関係者が連携した地域の改善の取組を促すことが重要

小・中学校（１０校程度）

都道府県・指定都市教育委員会
（実施主体）

事業開始時に明確な目標と達成するための方策を設定し、
事業の終了後に取組の効果を検証

優れたアクション優れたアクション

プランとその実践プランとその実践

例を地域の改善例を地域の改善

モデルとしてモデルとして

全国の教育委員会全国の教育委員会

や学校等に普及や学校等に普及

・課題に対応した授業・課題に対応した授業
改善のための指導方改善のための指導方
法の普及・実践法の普及・実践

・外部有識者の知見・外部有識者の知見等等をを
生かした教材の開発生かした教材の開発

・大学等を活用した学校・大学等を活用した学校
サポート体制の充実サポート体制の充実

全国的な教育水準
の向上

推進地域

（１０地域）

支援・
助言

市町村教育委員会
と連携・協力して
学校改善を支援

市町村教委
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